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注記事項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １．運営費負担金収益の計上基準 

    期間進行基準を採用しております。但し、移行前地方債利息等償還金に要する経費について

は、費用進行基準を採用しております。 

 

 ２．減価償却の会計処理方法 

   有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

    建 物   ６年～４７年 

    構 築 物  １０年～６０年 

    器 械 備 品  ２年～２０年 

    車 輌   ４年～ ６年     

   無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いて償却しております。 

  

３．退職給付に係る引当金の計上基準 

    役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

数理計算上の差異については、発生の翌事業年度に全額一括費用処理することとしております。 

過去勤務債務については、発生時より一年で均等償却することとしております。 

 

４．貸倒引当金の計上基準 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

５．賞与引当金の計上基準 

    役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

 

 ６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   （１）医薬品   先入先出法に基づく低価法 

   （２）診療材料  同上 
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７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

    堺市出資の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国債の平成２７年３月末

利回りを参考に０．３９８％にて計算しております。 

 

８．リース取引の処理方法 

    リース料総額が３００万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９．消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書関係 

 １．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

    現金及び預金勘定             ９，１１７，８５９，２６９円 

    現金及び預金勘定のうち定期預金     ▲９，０００，０００，０００円 

資金期末残高                 １１７，８５９，２６９円 

  

 ２．重要な非資金取引 

    該当ありません。 

 

Ⅲ．固定資産の減損関係 

 １．固定資産のグルーピング方法 

    当法人は単独の病院のみを運営しているため、全体で１つの資産グループとしております。 

 

 ２．共用資産の概要及び減損の兆候の把握等における取扱い方法 

    当法人は単独の病院のみを運営しているため、共用資産はありません。 

 

（固定資産の減損損失関係） 

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

資産の種類 用途 場所 帳簿価格 減損額 

構築物 モニュメント 
大阪府堺市 

10,422,667 10,422,667 

機械備品 医療機器 108,987,127 108,987,127 

合計 119,409,794 119,409,794 

（２）減損の認識に至った経緯 

     新病院建替移転に伴い、今後の使用予定がないため、減損損失を認識しております。 

 （３）回収可能価額の算定方法 

     回収可能価額は、正味売却価額であり、０円としています。 
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Ⅳ．オペレーティング・リース取引関係 

   該当ありません。 

 

Ⅴ．退職給付関係 

 １．退職給付債務に関する事項 

    退職給付債務               ２，６２０，４３８，１６８円 

    未認識数理計算上の差異              ５，０２０，６４７円 

    未認識過去勤務債務              ▲１３，３１７，８８８円 

    退職給付引当金              ２，６１２，１４０，９２７円 

２．退職給付費用に関する事項 

    勤務費用                   ２４５，３６７，５６７円 

    利息費用                    ３０，７７１，７２５円 

    数理計算上の差異の費用処理額         ▲４１，４３０，８８２円 

    過去勤務債務の費用処理額             １，２１０，７１７円 

    退職給付費用                 ２３５，９１９，１２７円 

 

 ３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    割引率                    １．２％ 

    退職給付見込額の期間配分方法         期間定額基準 

    数理計算上の差異の処理年数          発生翌年度に全額一括償却 

    過去勤務債務の処理年数            発生時より一年で均等償却 

     

Ⅵ．金融商品関係 

 １．金融商品の状況に関する事項 

    当法人は、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については、設立

団体である堺市からの借入により調達しております。 

    なお、医業未収金に係る信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。

借入金等の使途については、運転資金（短期）及び事業投資資金（長期）であり、堺市長によ

り認可された資金計画に従って資金調達をおこなっております。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

    当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。なお、重要性の乏しいものについては、注記を省略しております。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額(*) 時   価(*) 差   額(*) 

(1)現金及び預金 9,117,859,269 9,117,859,269 0 

(2)医業未収金 2,346,749,465 2,346,749,465 0 

(3)未収金 68,879,210 68,879,210 0 

資産計 11,533,487,944 11,533,487,944 0 

(4)未払金 (6,425,905,451) (6,425,905,451) 0 

(5)移行前地方債償還債務

(注 1) 

(14,355,689,970) (14,897,676,916) 

 

(541,986,946) 

(6)長期借入金(注 2) （1,179,725,000) (1,258,797,622) (79,072,622) 

(7)リース債務(注 3) (433,420,648) (434,836,603) (1,415,955) 

負債計 (22,394,741,069) (23,017,216,592) (622,475,523) 

   （*）負債に計上されているものは（）で示しております。 

   （注１）一年以内返済予定移行前地方債償還債務を含んでいます。 

   （注２）一年以内返済予定長期借入金を含んでいます。 

（注３）一年以内支払予定リース債務を含んでいます。 

（注４）金融商品の時価の算定方法 

    （１）現金及び預金、（２）医業未収金、（３）未収金、（４）未払金 

        これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

    （５）移行前地方債償還債務、（６）長期借入金、（７）リース債務 

        これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の発行又は同様の借入もしくは同様

のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。 
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Ⅶ．重要な債務負担行為 

   当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは以下のとお

りです。 

（単位：円） 

契約内容 契約金額 契約期間 
翌事業年度以降

の支払金額 

ＳＰＤ物品調達管理業務 500,103,320 Ｈ24.6.1～Ｈ29.3.31 216,794,880 

ネットワーク等整備工事 415,800,000 Ｈ26.11.1～Ｈ27.6.30 282,087,965 

宿舎建設工事 891,232,902 Ｈ26.4.18～Ｈ27.7.21 589,278,551 

（仮称）堺市総合医療センタ

ー・堺市救命救急センター建設

外工事 

12,635,310,000 Ｈ25.1.8～Ｈ27.5.31 5,957,575,405 

（仮称）堺市総合医療センタ

ー・堺市救命救急センター建設

外工事（その 2） 

928,800,000 Ｈ26.4.7～Ｈ27.5.31 728,800,000 

医療機器 4,405,367,895 Ｈ26.3.20～Ｈ27.6.30 4,405,367,895 

 

Ⅷ．資産除去債務関係 

 １．資産除去債務の概要 

    放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律によるものです。 

  

 ２．資産除去債務の金額の算定方法 

    使用見込期間を耐用年数と見積り、耐用年数に応じた利付国債の流通利回りにより割り引い

て算定しております。 

  

 ３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

（単位：円） 

変動の内容 当事業年度における総額の増減 

前事業年度末残高 1,800,000 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 

時の経過による調整額 － 

その他 －  

当事業年度末残高 1,800,000  
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決　算　報　告　書
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